
２.事業の概要
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直接事業費 (a)

(b)
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事業名 町税納付書印刷製本等事務事業 担当課・係名 税務課町民税係、資産税係

根拠法令・条例等 地方税法・町税条例

目的
（何のために）

課税資料、課税物件を基に町県民税、固定資産税の賦課を行い、徴収をするため、納税通
知書等を印刷し、製本委託する。

対象
(誰を・何を)

平成 25 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成25年7月17日

納税義務者

事 業 番 号 35

内容
町民税、固定資産税等の賦課に係わる申告書、納税通知書、印刷、申告書の印刷、製本等

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 －

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） －

その他

単位
平成23年度
（決算）

平成24年度
（決算見込）

平成25年度
（予算）

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託

6,124

国庫支出金 千円

千円 3,749 3,920

起債 千円

県支出金 千円

6,124

その他 千円

千円

一般財源

0.77

4,719

職員人数（概算職員数） 人

人 件 費 計

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

（ 指 標 名 ）

3,749 3,920

事
業
費

千円 3,749 3,920

10,843

事業費内訳
（一般印刷分） 特徴給報総括表印刷 30,240円、お知らせ252,000円、町民税申告書79,800円、申告書送付封筒
37,800円、申告書の書き方95,550円、特徴封筒151,200円、特徴しおり361,200円、普徴封筒120,960円、普徴課税説
明書283,500円、軽自封筒114,975円、法人封筒44,835円、
（共同印刷分） 特徴分納税通知書作成376,320円、普徴分納税通知書作成456,120円、軽自納税通知書作成163,800
円、法人申告書作成80,220円、税務署管内総括表等39,396円、特徴分印刷 155,400円、普徴分印刷 267,435円、軽
自分印刷 34,850円
（製本費） 特徴分541,800円、普徴分294,000円、軽自分223,125円

・固定資産税納税通知書509,250円、課税明細用紙81,900円、しおり141,120円、納税通知書用封筒168,000円、償却
資産種類別明細書94,500円、償却資産封筒54,810円、家屋調査済シール50,400円、家屋調査用はがき22,260円
・（製本費）固定資産税納税通知書出力費323,305円固定資産税納税通知書製本費472,500円

年度

総事業費 (a)+(b) 千円

対象指標 納税義務者（町民税） 人

人(対象者数等） 納税義務者（固定資産税）

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（見込み又は計画値）

25,995 26,199 26,093

納税通知者数（固定資産税） 人 14,564

14,644

平成23年度
（実績値）

14,718

98.65

収納率（固定資産税） ％ 98.44 98.44

98.00

14,565

14,569 14,710

19,950 19,824活動指標 納税通知者数（町民税） 人 19,824

成果指標
（達成度等）

収納率（町民税） ％ 98.63

98.44

（活動量）



４.事務事業の評価
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６.平成26年度事業への取組み状況（改善内容等）
封筒作成に係る印刷製本費のコスト削減に向け、広告付封筒の作成方法について、他市町での実施状況を参

考に平成26年度実施に向けて取り組んでいる。

理
由

入札又は見積もり合わせによる執行を行っている。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当

・実施手段
は妥当か

妥当

変更の必要あり その他

理
由

町税の課税において、法令等に照らし合わせ、実施を行っている。

改善の必要あり その他おおむね妥当

理
由

入札等を実施することにより、適正な金額で執行されている。

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

図る余地は無い その他

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的

・コストの
削減等を
図ったか

図った 図られていない

理
由

入札等を実施し、コストの削減を図った。

非効率

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある

その他

理
由

入札等を実施することで、限られた期間内に効率的に執行している。

評価理由

事業の一部見直しが必要

入札等を実施することで、適
正な金額で執行を行っている。

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性 （平成 26 年度以降）

③ その他（課題、調整事項等）

共同印刷を実施することにより、書式の変更等、訂正ができない場合がある。
封筒作成に係る印刷製本費のコスト削減に向け、広告掲載をすることについて検討する。

① 改革・改善への取り組み

事務の執行に当たっては、引き続き、入札制度を採択しコストの削減を図っていく。

② 平成26年度に着手する事項

特になし


